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性・定量的に検証することにある。
　研究の順序は、先ず1０電力会社が情報開示
している環境会計について次の項目を検討
する。定性的分析として、1． 環境会計情報の
基本事項の比較、２． 環境コストの開示方法、
３． 環境保全効果、４． 環境保全対策に伴う経
済効果についてみる。また、定量的情報分析

₁．序　　論

　これまでに国内乗用車産業８社と総合化学
工業７社の環境会計情報について検証を行っ
てきた１）。今回は、電力会社の環境会計につ
いて考察を行う。本稿の目的は、わが国1０電
力会社の環境報告書に見る環境会計情報を定
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測定しそれを企業外部・内部の利害関係者に
対して伝達すること」とする。また、環境会
計の構成要素として、環境保全コストを環境
コスト、環境保全効果を物量効果、環境保全
対策に伴う経済効果を単に経済効果と称する。

₂．電力会社の環境会計情報の定性的分
析

２．１．　環境会計の基本事項の比較

　（表２－１）は、1０電力会社の環境会計情報
における基本事項をまとめたものである。分
類は７項目に分けた。先ず、1． 報告書の名称
については、先述のごとく名称は異なるもの
のサステナビリティやCSRというキーワード
を表題にし、読み手の意図を喚起している。
ただ、こうした名称だけで見ると環境会計の
情報が掲載されているか否かの判断はかなり
困難であろう。副題として環境会計情報が含
まれていることを示唆する考案も必要ではな
いのか。
　２． 対象範囲は、財務会計の会計期間に準
じて１年間を定めている。今後、財務会計の
ように半期報告や四半期報告等の開示も予測
されるが、現在の情報収集とその分析手続を
考慮すると１年が最適と考えられる。
　３． 集計範囲は、電力会社単体の場合とグ
ループ企業で分かれる。この集計範囲の掲載
は、環境報告書全体の情報が単体なのかそれ
ともグループなのか、または環境会計の情報
だけが単体なのかどうか不明瞭な会社もある。
このため、環境会計の情報開示のページには
この集計範囲を明確に記載することが望まし
い。後述の環境コストの分析や売上高との比
較等では、連結会計の数値か単独企業の数値
かによって分析結果も大きく変化するためこ
の集計範囲は、明確に開示すべきである。

としては、1． 環境コストの６分類、２． 環境コ
スト対売上高、３． 環境投資対設備投資総額、４．
環境費用対営業費用、5． 環境収益率について
検証を行う。
　ここで使用する環境会計の主な資料は、以
下の通りである。北海道電力株式会社『ほ
くでんサステナビリティレポート２００6』、東
北電力株式会社『東北電力NOW CSR Report 

２００6』、東京電力株式会社『東京電力サステ
ナビリティレポート２００6』、中部電力株式会
社『中部電力CSR報告書２００6』、北陸電力株
式会社『北陸電力グループCSR報告書２００6』、
関西電力株式会社『関西電力グループCSRレ
ポート２００6』、中国電力株式会社『２００6エネ
ルギアグループCSR報告書』、四国電力株式
会社『２００6よんでん環境保全社会活動レポー
トCSRの取組み』、九州電力株式会社『２００6九
州電力環境アクションレポート』、沖縄電力
株式会社『環境行動レポート２００6沖縄電力』
である。
　これらの報告書の名称は各社とも異なる
が、環境会計の情報が掲載されていることか
ら企業の環境負荷が外部から客観的に把握で
き、評価の高い情報源と判断できる。本稿で
は、これらの報告書を『環境報告書』という
名称で統一して用いる。近年、CSR（Corporate 

Social Responsibility=企業の社会的責任）や
サステナビリティ（sustainability＝持続可能
性）という用語を用いて企業は、自社の財務
活動以外の特に環境問題への対応を考え情報
開示をこれら報告書の中で行っている。ここ
での資料も各社が発行している『環境報告書』
の小冊子とホームページから情報収集を行っ
ている。
　用語の定義をしておく。環境会計とは「企
業が環境保全のために活動する情報を認識・
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している。
　7． 図表は、環境会計の記述について図表
を使って説明する項目である。各社とも参考
にした環境会計ガイドラインにそって開示し
ているものが多い。補足情報として、環境投
資と環境費用の値を投資総額や営業費用と比
較する図表を開示するケースが多い。他には
環境効率の推移や独自の指標によるCO ２削減
率等を開示する企業もある。基本的には、環
境会計の基本構成要素３つは図表化すべきで
あろう。
　ここまでは、環境会計の基本情報を概観し
た。以下では環境コストと物量効果や経済効
果の開示方法や対応関係について検討するこ
とにする。

２．２．　環境コスト対物量効果と経済効果

　環境コストの開示については、環境省のガ
イドラインが示すように投資と費用に区分し
て表示している５）。その分類方法は各社とも
名称は異なるが、以下の６項目に分類できる。
すなわち、1． 地球環境保全、２． 地域環境保
全、３． 資源循環、４． 環境管理、5． 研究開発費、
6． 社会活動である。このうち社会活動につ
いて環境損傷対策費用を別立てにする会社も
ある。
　環境コストのうち費用に減価償却費を含め
るか否かの記載は殆どの会社にある。減価償
却費を費用に含める会社は、東北電力、中部、
中国、九州であり、含めないのは東京電力、
北陸、関西、沖縄である。北海道電力と四国
電力はこの減価償却費に関する扱いが掲載さ
れていないので不明である。
　環境省のガイドラインでは、減価償却費は
環境費用に計上するのが原則であり、それ故
に環境コストは投資と費用を合計することに

　４． 参考ガイドラインとは、電力会社が『環
境報告書』または環境会計の情報開示を行う
に当たり作成基準にした情報源は何かという
ことである。東京電力以外はすべて環境省の

「環境会計ガイドライン」を参考資料にして
いることが分る２）。その他には、国際基準に
なってきたGRI（Global Reporting Initiative）
ガイドラインがある。２００6年秋にこのGRIが
改正されたため、今後はこのガイドラインの
重要性は更に高まることになる３）。
　5． 第３者審査または評価は、環境報告書
について当該企業とは別の独立した第３者の
審査が行われているかどうかという問題であ
る。1０社とも第３者意見か若しくは評価があ
るが、環境会計の情報についてそうした保証
がなされているか明確には把握できなかった。
専門の大学研究者や消費生活アドバイザー等
による外部者への依頼よりも環境管理研究所
のような専門機関に保証や評価を委託した方
が客観性・信頼性はあるはずである。できれ
ば、財務会計の会計監査人による会計監査の
ような制度体制をこの環境会計の情報開示で
も行うことが喫緊の課題である。
　6． 環境会計の記述は、環境会計の基本構
成要素３つ（環境保全コスト、物量効果、経
済効果）がどの程度開示し説明されているか
を検証したものである。この表からは、各社
の環境会計に対する認識の差があると考えら
れる。例えば、東北電力や東京電力は物量効
果の情報は環境会計の情報開示欄には掲載せ
ずに、マテリアルフロー情報等の項目に掲載
している。こうした動向は、電力会社のみな
らず総合化学工業や自動車産業でも見られる
傾向である４）。環境会計という意味を、あく
までも貨幣単位で測定する情報開示と見るか
物量情報までも内包するかの判断区分に依存
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増減したかの関連性を把握することが出来る
仕組みになっている。地球温暖化問題を考
慮すると、２． 地球環境保全で開示されるCO ２

排出量、原単位は重要な指標になる。また、
４． 循環型社会構築にある低レベル放射性廃
棄物の項目も他の産業界には見られない重要
な指標である。これらの情報は原子力発電所
を持つ電力会社は必ず開示しなければならな
い情報源である。
　環境コストに対応するもう１つの効果、経
済効果は電力会社1０社ともすべてが環境会計
の項目に掲載している。これは、環境コスト
の情報が貨幣単位であり、その対応関係も貨
幣で表示しやすいためと考えられる。従来の
費用対効果の概念をそのまま用いれば開示が
可能な領域である。
　（表２－３）は、関西電力の環境保全対策
に伴う経済効果の分類・項目である。分類方
法は、収益と費用節減に区分し前者にはリサ
イクル等による事業収益を、後者には省エネ
やリサイクル等による費用節減を計上する。
具体的項目は電力会社により異なるが概ね表
のような内容が標記されている。

は意味がないという立場をとっている６）。つ
まり合計すれば投資と費用に二重計上されて
しまうからである。しかし、減価償却費を環
境費用に計上しない電力会社はその根拠を開
示する必要がある。
　環境コストに対応した物量効果と経済効果
については次のような特徴が見られる。先ず
物量効果の開示がある企業は、北海道電力、
中部、関西、北陸、四国、九州、沖縄の７社
であり、他３社は環境会計の項目には開示さ
れていない。この３社は、環境会計の情報開
示には貨幣評価の単位を用いて環境コストの
対応関係を考えているようである。そして、
物量効果の情報は、他の項目に公害防止対策
コスト等として具体的詳細に掲載している。

（表２－２）は、関西電力の環境保全効果の
内容である。分類方法は、1． 環境管理、２． 地
球環境保全、３． 地域環境保全、４． 循環型社会
構築、5． その他、とし環境コストの分類内容
に対応した開示を行っている。このためどれ
だけの環境コストがどれだけ物量効果として

分　　類 項　　目
１．環境管理 ISO外部認証取得箇所

２．地球環境保全
CO２排出量
CO２原単位

３．地域環境
保全

公害防止

SOx排出量
SOx原単位
NOx排出量
NOx原単位

環境調和
地中配電線路延長
緑化面積

４．循環型社会構築

産業廃棄物等排出量
産業廃棄物再資源化率
低レベル放射性廃棄物
低公害車導入

５．その他
植樹
美化活動

（出所） 関西電力株式会社『関西電力グループCSRレ
ポート２００６』、p.３４から作成。

（表₂－₂）関西電力の環境保全効果の内容

分　　類 項　　目

収
益

リサイクル等によ
る事業収入

排煙脱硫石膏売却益、
不用品等売却益

費
用
節
減

省エネによる費用
節減

火力発電所熱効率向上
による燃料費削減

再使用、リサイク
ル等による費用節
減

柱上変圧器等の再使用
による費用節減

その他
SOx排出量抑制による
汚染負荷量賦課金節減

計
（出所）関西電力株式会社『関西電力グループCSR

レポート２００６』、p.３４から作成。

（表₂－₃）関西電力の環境保全対策に伴う経済効果
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　中部電力、北陸、九州の３社は、社会活動
コストの比率が高い。具体的には、景観配慮
建屋、電線地中化等周辺環境調和対策、自然
保護、緑地化対策などの投資、費用に支出し
ている。沖縄電力は環境管理コストが高い比
率を示している。これは吉の浦火力発電所の
環境影響調査がありそのための投資、費用と
考えられる８）。
　（表３－２）は、地域環境保全の内訳を示
したものである。環境省ガイドラインイには、
この地域環境保全に該当する公害防止コスト
として次の８つを挙げている。大気汚染防止
コスト、水質、土壌、騒音、振動、悪臭、地
盤沈下、その他公害防止コストである９）。同
表を見ると多くは大気汚染防止、水質汚染防
止のコストが示されている。特に注目すべき
ことは、原子力発電所を稼動している東京電
力や関西電力、四国電力等では、放射線管理
測定や放射性廃棄物管理などの投資、費用が
含まれていることである。この放射性物質の
管理コストは、分類上では資源循環コストに
計上する会社もある１０）。
　この（表３－２）では、各社の数値は示し
ていないが、因みに２００6年度の主な数値は次
のようになる。例えば、東北電力の地域環境
保全の総額は、約３6８億円でありそのうち大
気保全コストは投資が15億円、費用が２３２億
円、水質保全騒音防止の投資が１億円、費用
が２０億円である。同じく、東京電力では総額
が約97８億円でそのうち大気汚染防止の投資
が４1億円、費用が２11億円、水質汚濁防止の
投資が９億円、費用が２6億円、騒音・振動防
止の投資が19億円、費用が１億円である。更
に、放射性物質等管理の投資が19億円、費用
に175億円を支出している。この２社の数値
を見ても分るように電力会社は大気汚染防止

₃．電力会社の環境会計情報の定量分析

３．１　環境コストの分類と内訳

　前述の定性的分析に加え、ここからは定量
的分析について検討する。まず、環境コスト
の分類内容についてみていく。（表３－１）は、
２００6年度、電力会社の環境コスト６分類であ
る。環境省のガイドラインでは、環境保全コ
ストの分類は、事業エリア内コスト、上下流
コスト、管理活動コスト、研究開発コスト、
環境損傷対応コスト、その他の７項目に分類
している７）。同表の分類を見ると、地球環境
保全と地域環境保全、資源循環の３つは、ガ
イドラインの分類では「事業エリア内コスト」
に該当するものである。そして、地域環境保
全は、公害防止コストに当たる。電力会社で
は、販売製品は電力であるため販売した製品
のリサイクルなどのコストである「下流コス
ト」は発生しないという前提で分類している。
　６分類中で、最もウエイトの高い項目は地
域環境保全である。次に社会活動や環境管理
コストが挙げられる。北海道電力、東北、東京、
関西、中国、四国の６社は、地域環境保全の
投資（約7０%）、費用（約6０%）で、ともに
最高の比率を示している。この地域環境保全
の比率が高い理由は、各電力会社の地域環境
への環境負荷削減を目標に挙げているからで
ある。従来からの公害問題に対応するための
投資、費用と考えられる。これらの投資・費
用額は、地球環境保全のコストよりも高い比
率を示していることに注意すべきである。地
球温暖化問題は、CO ２の排出削減が最大目標
と考えられるため、その投資・費用はかなり
の金額を費やしていると予測するが、実際の
電力各社は、先ずは地域周辺住民に対する公
害防止対策を考えた環境投資を行っている。
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作
成

。
な

お
、

比
率

（
%

）
は

、
概

算
値

で
算

定
。

（
表
₃
－
₁
）
電
力
会
社
の
環
境
コ
ス
ト
₆
分
類
	

（
単

位
：

億
円

、
％

）

北
海

道
電

力
東

北
電

力
東

京
電

力
中

部
電

力
北

陸
電

力
関

西
電

力
中

国
電

力
四

国
電

力
九

州
電

力
沖

縄
電

力

地　 域　 環　 境　 保　 全

環
境

ア
セ

ス
メ

ン
ト

調
査

費
用

、
配

電
線

地
中

化
等

の
景

観
対

策
費

用
、

低
騒

音
機

器
の

設
置

・
修

繕
・

点
検

費
用

、
環

境
監

視
・

測
定

装
置

の
更

新
費

用
、

緑
化

工
事

費
用

、
動

植
物

保
護

に
係

る
費

用
な

ど

（
公

害
防

止
）

排
煙

脱
硫

装
置

良
質

燃
料

に
よ

る
SO

x排
出

抑
制

、
排

煙
硝

装
置

に
よ

る
N

O
x排

出
抑

制
、

脱
硫

石
膏

の
リ

サ
イ

ク
ル

、
電

気
集

塵
機

に
よ

る
煤

塵
排

出
抑

制
、

石
炭

灰
、

重
油

灰
の

リ
サ

イ
ク

ル
、

汚
水

処
理

装
置

、
漏

油
対

策
、

他

（
公

害
防

止
）

排
煙

脱
硫

、
脱

硝
、

燃
料

改
善

、
集

塵
機

、
排

水
処

理
、

漏
油

対
策

、（
放

射
性

物
質

管
理

）
放

射
性

物
質

処
理

、
放

射
線

管
理

測
定

、（
自

然
環

境
）

保
護

・
事

業
所

緑
化

、
尾

瀬
に

お
け

る
自

然
保

護
活

動
な

ど

大
気

汚
染

防
止

、
水

質
汚

濁
防

止
な

ど
（

公
害

防
止

）
大

気
汚

染
防

止
、

水
質

汚
濁

防
止

、
騒

音
・

振
動

防
止

、

放
射

線
管

理
測

定
、

環
境

濃
度

測
定

調
査

、
大

気
汚

染
防

止
、

水
質

汚
濁

防
止

、
配

電
線

地
中

化
、

緑
化

対
策

な
ど

環
境

ア
セ

ス
メ

ン
ト

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
等

の
環

境
影

響
測

定
・

監
視

コ
ス

ト
、

大
気

汚
染

、
水

質
汚

濁
防

止
、

騒
音

・
振

動
防

止
の

公
害

防
止

コ
ス

ト
、

配
電

線
地

中
化

等
の

景
観

対
策

コ
ス

ト
、

構
内

緑
化

等
の

自
然

保
護

コ
ス

ト
な

ど

大
気

汚
染

防
止

、
水

質
汚

濁
防

止
、騒

音
・

振
動

防
止

、
緑

化
等

の
自

然
保

護
、

放
射

線
管

理
、

放
射

性
廃

棄
物

管
理

な
ど

排
煙

処
理

（
脱

硫
、

脱
硝

、
煤

塵
処

理
装

置
）、

低
硫

黄
燃

料
使

用
、

発
電

所
の

排
水

処
理

、
漏

油
対

策
、

温
排

水
対

策
、

発
変

送
電

設
備

騒
音

・
振

動
対

策
、

土
地

汚
染

対
策

な
ど

（
公

害
防

止
）

SO
x

対
策

、
N

O
x対

策
、

煤
塵

・
粉

塵
対

策
、

雨
水

対
策

、
設

備
排

水
対

策
、

燃
料

受
入

策
、

灰
・

温
排

水
・

工
事

用
排

水
対

策
、

土
壌

汚
染

対
策

、
騒

音
防

止
対

策
、振

動
・

悪
臭

・
地

盤
沈

下
対

策
な

ど

（
出

所
）

各
社

２０
０６

年
度

版
『

環
境

報
告

書
』

か
ら

作
成

。

（
表
₃
－
₂
）
電
力
会
社
の
地
域
環
境
保
全
の
内
訳
項
目
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支出し、1０社中でも過去５年間平均では最高
の9．４%の値を示している。
　また、沖縄電力は、２００３年４月から環境会
計を導入したこともあり、２００４年３月時点の
環境コストは1３０億円となり対売上高比率も
８．7%と当初から高い値を示した。その後０5年、
０6年と5０億円前後で推移し、平均３．４%という
値を示している。なお、5年間の1０社平均値は、
２００２年が４．４%、０３年が４．9%、０４年が４．7%、０5年
が３．9%、０6年は３．9%と推移している。
　次に（表３－４）は、電力会社の環境投
資と設備投資総額の過去5年間にわたる推移
である。環境投資額が設備投資総額の何%か
を示す環境投資率である。過去5年間の平均
値を見ると、北海道電力が３．6%、東北４．０%、
東京1０．２%、中部1３．３%、北陸３．３%、関西7．5
%、中国7．6%、四国４．7%、九州6．８%、沖縄
16．２%である。1０社平均7．7%であり、 総合化
学工業の４．３%に比べて高い値を示している１４）。
２００6年３月時点、電力1０社の設備投資総額は
約１兆８，２91億円で、そのうち環境投資額は
約1，３5２億円である。1０社平均で約1３5億円の
投資を行っていることになり、環境投資率は
7．３%になる。また、5年間の電力1０社の平均
環境投資率は、０２年が８．４%、０３年9．４%、０４年８．9
%、０5年6．9%、０6年7．３%で推移している。０6年
３月の環境投資率は、1０社平均で7．３%である。
具体的にどのような投資を行ってきているの
か、２００6年度環境会計の記載項目をみると次
のようなことが分る。
　例えば、北海道電力では、環境投資額は約
２４億円でその内訳は苫東厚真発電所の公害防
止設備更新や配電線地中化等の景観対策が
大半を占めている１５）。また東北電力では、約
119億円の環境投資を行い、その多くはごく
微量のPCBが混入した柱上変圧器の無害化・

対策のコストが大きいこと、そして原子力発
電所を稼動する会社では放射性物質の管理費
用が巨額になることが指摘できる。

３．２．　環境コストの分析と推移

　ここからは環境コストの分析に入る。ま
ず（表３－３）は、電力会社の環境コストと
売上高の過去5年間の推移を示した表である。
環境コストは、環境投資と環境費用を合計し
た数値である。環境省のガイドラインでは環
境保全の投資と費用は性格が異なるので合計
すべきものではないと指摘している１１）。しか
し、ここでは、実際の環境報告書における情
報開示では両者を合計した数値を利用した環
境コスト指標を用いる企業があるためここで
も業界ごとの比較を考慮して算定を試みた１２）。
　２００２年から２００6年までの5年間の各電力会
社の環境コスト売上高比率の平均値は、北海
道電力４．８%、東北３．３%、東京３．０%、中部9．４%、
北陸３．４%、 関西２．5%、 中国5．1%、四国４．８%、
九州４．３%、沖縄5．1%を示している。1０社の平
均値は、約４．5%である。この値は、国内乗用
車産業の約２．８%、総合化学工業の約1．３%に比
べれば高い値である１３）。
　２００6年３月時点の、1０電力会社の売上総額
は約15兆８，０5４億円でありそのうちの環境コ
ストは約6，２４1億円である。1０社平均6２４億円
の環境コストが費やされ、対売上高総額比率
は３．9%である。
　主な電力会社の過去5年間の推移を見ると、
例えば北海道電力は２００２年から２００３年にかけ
て環境コストが5８億円から２5０億円へと約４．３
倍に急上昇し、その後も約３００億円前後で推
移してきた。東北電力は、毎年約5００億円前
後の環境コストを費やしている。中部電力
は、1，８００億円から２，０００億円の環境コストを



― 123 ―

電力会社における環境会計情報に関する一考察

社　名
２００２年３月 ２００３年３月 ２００４年３月 ２００５年３月 ２００６年３月 平

均A １） B ２） % A B % A B % A B % A B %
北海道電力
東北電力
東京電力
中部電力
北陸電力
関西電力
中国電力
四国電力
九州電力
沖縄電力３）

５８
５０３

１，６９１
２，３１５

１６０
８０９
５７１
３５２
６３８

－

５，１９８
１６，９７２
５２，２０５
２２，２８９
４，９２１

２６，５１５
１０，２１１
６，１０７

１４，５８０
－

１．１
２．９
３．２

１０．３
３．２
３．０
５．５
５．７
４．３
－

２５０
４９７

１，５７３
２，２１８

１７０
７５４
５４０
３２８
６２２

－

５，０６２
１５，９３８
４９，１９１
２１，７６０
４，８２２

２６，１５１
１０，０９２
５，８４７

１４，２１３
－

４．９
３．１
３．１

１０．１
３．５
２．８
５．３
５．６
４．３
－

３０４
５４９

１，８７４
２，０１８

１３４
６６６
４８１
２７２
６９４
１３０

５，０５８
１５，６２７
４８，５３８
２１，０１０
４，５１４

２５，４０１
９，６７０
５，６１８

１３，９１６
１，４８６

６．０
３．５
３．８
９．６
２．９
２．６
４．９
４．８
４．９
８．７

２９６
５５５

１，３２８
１，８８０

１８１
５７９
４８６
２５２
６０１
５１

５，０９９
１６，１１４
５０，４７２
２１，３３２
４，７０９

２６，１３４
１０，１１７
５，７６２

１４，０８７
１，５０７

５．８
３．４
２．６
８．８
３．８
２．２
４．８
４．３
４．２
３．４

３２９
６３３

１，３２８
１，８２０

１７３
５７３
５４４
２２０
５６７
５４

５，１３４
１６，６００
５２，５５４
２１，５０５
４，８０８

２５，７９０
１０，４０２
５，６７４

１４，０１７
１，５７０

６．４
３．８
２．５
８．４
３．６
２．２
５．２
３．８
４．０
３．４

４．８
３．３
３．０
９．４
３．４
２．５
５．１
４．８
４．３
５．１

合　　計
平　　均

７，０９７
７８８

１５８，９９８
１７，６６６

－
４．４

６，９５２
７７２

１５４，５２６
１５，４５２

－
４．９

７，１２２
７１２

１５０，８３８
１５，０８３

－
４．７

６，２０９
６２０

１５５，３３３
１５，５３３

－
３．９

６，２４１
６２４

１５８，０５４
１５，８０５

－
３．９

－
４．５

注１）A：環境コスト＝（環境投資＋環境費用）、注２）B：連結売上高、注３）沖縄電力は２００３年４月から環境会計の導入をしたためそれ
以前のデータはない。

（出所）各社２００２年から２００６年度版『環境報告書』、東洋経済新報社『会社四季報２００６年３集夏』から作成。

（表₃－₃）電力会社の環境コストと売上高の推移	 （単位：億円，%）

社　 名
２００２年３月 ２００３年３月 ２００４年３月 ２００５年３月 ２００６年３月 平

均A １） B ２） % A B % A B % A B % A B %
北海道電力
東北電力
東京電力
中部電力
北陸電力
関西電力
中国電力
四国電力
九州電力
沖縄電力

５８
７２

９０６
６１６
３７

３８０
７８
３５

２３２
－

１，０８７
２，８４０
９，９５８
３，７２４
１，００１
４，６７８
１，２３１

７７４
３，２７９

－

５．３
２．５
９．０

１６．５
３．６
８．１
６．３
４．５
７．０
－

４９
６８

８０３
４３６
６３

３５３
７３
４８

２０５
－

８８２
２，４４３
６，７２１
２，８９４
１，１５４
３，６６８
１，２４９

６９７
２，５６０

－

５．６
２．７

１１．９
１５．０
５．４
９．６
５．８
６．９
８．０
－

３０
１１０
７６４
２３４
３０

３１２
５２
４０

１８１
８０

９８２
２，０２５
６，６４０
２，４４２

９５５
３，２１５

９８４
７３１

２，１７９
１９３

３．１
５．４

１１．５
９．５
３．１
９．７
５．２
５．４
８．３

４１．４

１６
１０４
５３８
２０４
１６

１４７
８２
２５

１１６
６

８６２
２，５３５
５，６１２
１，４９９

７５３
２，７３７
１，０９６

６２４
２，１０５

１５６

１．８
４．１
９．５

１３．６
２．１
５．４
７．５
４．１
５．５
３．８

２３
１１９
５８２
１８７
１９

１３０
１５７
１９

１１２
４

９４０
２，１３２
６，２３７
１，５６２

７７２
２，６８６
１，１７９

６４６
１，９７９

１５８

２．４
５．５
９．３

１１．９
２．４
４．８

１３．３
３．０
５．６
２．５

３．６
４．０

１０．２
１３．３
３．３
７．５
７．６
４．７
６．８

１６．２
合　　計
平　　均

２，４１４
２６８

２８，５７２
３，１７４

－
８．４

２，０９８
２３３

２２，２６８
２，４７４

－
９．４

１，８３３
１８３

２０，３４６
２，０３４

－
８．９

１，２５４
１２５

１７，９７９
１，７９７

－
６．９

１，３５２
１３５

１８，２９１
１，８２９

－
７．３

－
７．７

注１）A=環境投資、注２）B=設備投資総額
（出所）各社２００２年から２００６年度版『環境報告書』、東洋経済新報社『会社四季報２００６年３集夏』から作成。

（表₃－₄）電力会社の環境投資と設備投資総額の推移	 （単位：億円，%）

（表₃－₅）電力会社の環境費用と営業費用の推移	 （単位：億円，%）

社　名
２００２年３月 ２００３年３月 ２００４年３月 ２００５年３月 ２００６年３月 平

均A １） B ２） % A B % A B % A B % A B %
北海道電力
東北電力
東京電力
中部電力
北陸電力
関西電力
中国電力
四国電力
九州電力
沖縄電力

－
４３１
７８５

１，６９９
１２３
４２９
４９３
３１７
４０５

－

４，６３３
１４，８８５
４５，１６４
１８，９６０
４，１０４

２３，３２２
９，０２６
５，４０４

１２，６０３
－

２．９
１．７
８．９
２．９
１．８
５．４
５．８
３．２
－

２００
４２９
７７０

１，７８２
１０７
４００
４６７
２７９
４１７

－

４，４９０
１３，９３８
４３，９７７
１８，６３６
４，０１６

２２，８９５
８，８２３
５，１５６

１２，４１２
－

４．４
３．０
１．７
９．５
２．６
１．７
５．２
５．４
３．３
－

２７３
４３９

１，１１０
１，７８４

１０４
３５４
４２９
２３２
５１２
５１

４，３３９
１３，８３７
４３，６４８
１７，６６６
３，９３０

２１，９０６
８，６７４
５，０１９

１１，９２７
１，３１７

６．２
３．１
２．５

１０．０
２．６
１．６
４．９
４．６
４．２
３．８

２８０
４５１
７９０

１，６７６
１６５
４３１
４０４
２２６
４８７
４５

４，３６４
１４，４７５
４４，８０９
１７，９１０
４，００３

２２，２６５
８，８６３
５，１５４

１１，９４９
１，３３２

６．４
３．１
１．７
９．３
４．１
１．９
４．５
４．３
４．０
３．３

３０５
５１４
７４６

１，６３３
１５４
４４３
３８６
２００
４５４
４９

４，７２１
１５，６０１
４６，７９２
１８，２８４
４，２５６

２２，５１８
９，４０１
５，１４２

１２，３０４
１，３７２

６．４
３．２
１．５
８．９
３．６
１．９
４．１
３．８
３．６
３．５

５．８
３．０
１．８
９．３
３．１
１．７
４．８
４．７
３．６
３．５

合　　計
平　　均

４，６８２
５８５

１３８，１０１
１５，３４４

－
３．８

４，８５１
５３９

１３４，３４３
１４，９２７

－
３．６

５，２８８
５２８

１３２，２６３
１３，２２６

－
３．９

４，９５５
４９５

１３５，１２４
１３，５１２

－
３．６

４，８８４
４８８

１４０，３９１
１４，０３９

－
３．４

－
４．１

注１）A=環境費用、注２）B=営業費用（連結）
（出所）各社２００２年から２００６年度版『環境報告書』、東洋経済新報社『会社四季報２００６年３集夏』から作成。
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計から環境費用全体総額が減少傾向にあると
の記述もある２１）。
　ここまでの表は、環境コストに限定した数
量分析であるが、最近の環境会計情報には環
境収益率に関するデータも多く見られるよう
になってきた。（表３－６）は、環境保全対
策に伴う経済効果と環境費用との関係（コス
ト＆ベネフィット）を３年間推移で示した表
である。過去５年分のデータ収集は、現時点
では困難であるため３年間を検証した。
　同表によると、貨幣単位による費用対効果
が把握可能となる。1０社ごとの過去３年間の
環境収益率にはかなり大きな格差が存在して
いる。北海道電力は、２7．２%、東北８7．9%、東
京は1００．9%、中部が1０．6%、北陸２．7%、関西
３２．9%、中国３7．３%、四国1．7%、九州４1．9%、
沖縄２5．9%である。1０社平均は、３6．9%である。
２００6年３月時点の1０社合計の経済効果額は
２，16８億円、環境費用は４，８８４億円である。１
社当たりで４８８億円の環境費用に対して２16億
円の経済効果を上げ、環境収益比率は４４．２%

である。
　東北８7．9%や東京1００．9%と高い値を示して
いるのに対し、北陸２．7%、四国1．7%と極端に
低い。この原因は、例えば東京電力の経済効
果算定の内訳には、火力発電熱効率向上と送
配電ロス率低減の数値が199０年度実績からの
改善による節減額として算出しているためで
ある。つまり毎年の累積金額が計上されてい
るのである。このため前年度と当年との差額
を求めて算出する必要がある２２）。また、東北
電力ではリサイクルに伴う廃棄物最終処理費
や新品購入費の節約額が他社よりも多いこと
が原因に挙げられる。

リサイクルを行う酒田リサイクルセンターの
建設工事である１６）。更に、北陸電力では志賀
原子力発電所での緑化工事の実施、中国電力
では絶縁油リサイクルセンター建設工事や水
島発電所３号機のLNG改造工事に投資した１７）。
この他に、九州電力では低レベル放射性廃棄
物対策の使用済樹脂貯蔵タンク増設を行って
いる１８）。
　（表３－５）は、環境コストの環境費用と
営業費用の関係を過去５年の推移で示した表
である。２００２年３月から２００6年３月までの５
年間における営業費用総額に占める環境費用
額の平均値は、北海道電力が5．８%、東北３．０
%、東京1．８%、中部9．３%、北陸３．1%、関西1．7
%、中国４．８%、四国４．7%、九州３．6%、沖縄
３．5%である。1０社平均は、４．1%である。２００6
年３月時点の電力1０社の営業費用総合計額
は1４兆３91億円であり、そのうち環境費用は
４，８８４億円である。1０社平均で約４８８億円の環
境費用を支出している計算で、対営業費用総
額比率は、３．４%ということになる。また、２００２
年３月からの1０社平均比率は、０２年３．８%、０３
年３．6%、０４年３．9%、０5年３．6%、そして０６年が３．４
%と推移し、５年間の平均は３%台後半の値
である。
　では、具体的にはどのような環境費用が支
出されてきたのか、２００6年度版の環境会計の
記載項目からいくつか拾ってみよう。例えば、
関西電力では石炭火力発電所の全面稼動によ
る公害防止費用、灰処理費用など前年比で約
11億円増大した１９）。九州電力では、新エネル
ギー導入推進に伴う電力購入費用が増加し、
前年のPCB処理対策引当金計上の反動減によ
り約４%（約４８４億円から約４5４億円へ）減少
した２０）。また減価償却費を環境費用に含む処
理を行っている中国電力では、毎年の償却累
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また環境コストと物量効果の情報を対応させ
ていない会社が東京電力等３社で、他は対応
表示している。しかし、経済効果の情報は全
社とも環境コストに対応表示させている。
　一方、環境コストの定量分析については、
次のことが分った。環境コストの分類中、最
も比率の高いのは地域環境保全コストであ
る。北海道電力等６社は、投資に7０%、費用
に6０%を費やしている。この理由は、地球温
暖化防止コスト等は地球環境保全に該当する
が、電力会社の第１目標は、地域住民に対す
る環境保全活動であるからである。特に、大
気汚染防止や水質汚濁等に対するコストが顕
著である。また、原子力発電所を稼動してい
る東京電力や関西電力等では、放射性物質の
管理費用に膨大なコストがかかっている。
　また、環境コストの推移をみると、環境
コスト対売上高比率は1０社平均過去５年間で
４．5%であった。同じく環境投資対設備投資の
それは、7．7%、環境費用対営業費用は、４．1%と
いう数値を検証できた。更に、コスト&ベネ
フィットの視点から見た、環境収益率は過去

₄．結　　論

　わが国の電力会社1０社における環境会計情
報の検証結果を以下にまとめておく。先ず、
定性的情報では、環境会計の基本事項の比較
と環境コストと効果の開示について検証した。
基本事項の比較では、集計範囲の問題がある。
各社とも『環境報告書』の冒頭においてその
集計範囲を単体かグループかを示している
が、それらが環境会計の情報についても同様
の範囲であるのか明瞭でない会社がある。ま
た、環境会計の情報を作成する際の参考資料
は、各社とも環境省の環境会計ガイドライン
を参考にし、第３者審査または評価が施行さ
れてはいるが、環境会計の情報についてそう
した第３者機関の保証業務が導入されている
か否かは明確に把握できなかった。
　環境コストと効果の開示については、各社
とも環境会計のガイドラインに準拠している。
　環境資産における減価償却費の扱い方につ
いては、費用に計上する会社は東北電力等３
社で他社は未計上であるか処理不明である。

社　名
２００４年３月 ２００５年３月 ２００６年３月 平

均A １） B ２） % A B % A B %
北海道電力
東北電力
東京電力
中部電力
北陸電力
関西電力
中国電力
四国電力
九州電力
沖縄電力

５６
４０３
８１４
７３
１．７
９７

１０２
６

２６６
５．６

２７３
４３９

１，１１０
１，７８４

１０４
３５４
４２９
２３２
５１２
５．１

２０．５
９１

７３．３
４．０
１．６
２７

２３．７
２．６

５１．９
１０９

９８
３９２
７４６
４７
５

１４２
１７７
２．７
１５０
１７

２８０
４５１
７９０

１，６７６
１６５
４３１
４０４
２２６
４８７
４５

３５
８６．９
９４．４
２．８
３．０

３２．９
４３．８
１．１
３０
３７

８０
４４２

１，０１２
６３
５．７
１７３
１７２
３．１
２０３
１５

３０５
５１４
７４６

１，６３３
１５４
４４３
３８６
２００
４５４
４９

２６．３
８５．９
１３５
３．８
３．６
３９

４４．４
１．５

４４．７
３０．１

２７．２
８７．９

１００．９
１０．６
２．７

３２．９
３７．３
１．７

４１．９
２５．９

合　　計
平　　均

１，８２４
１８２

５，２４２
５２４

－
３４．７

１，７７６
１７７

４，９５５
４９５

－
３５．７

２，１６８
２１６

４，８８４
４８８

－
４４．２

－
３６．９

注１）A=経済効果、注２）B=環境費用
（出所）各社２００２年から２００６年度版『環境報告書』から作成。

（表₃－₆）電力会社の環境収益率の推移	 （単位：億円，%）
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額になる。その後耐用年数にわたり使用され時の

経過に応じて減価償却費として費用化される。こ

の減価償却費は、環境会計上は費用額になる。こ

のため投資に計上された金額は将来的には費用に

再度含まれ、環境保全コストを構成することにな

る。

７）同上、p. 1２。

８）沖縄電力『環境行動レポート２００6』p. 17。

９）環境省、前掲書、pp. 1２ - 1３

1０） 中部電力、中国、九州は、資源循環コストに放

射性廃棄物管理費を計上している。中部電力『中

部電力CSR報告書２００6』、p. ３7、中国電力『２００6エ

ネルギアグループCSR報告書』、p. ３9、九州電力

『２００6九州電力アクションレポート』、pp. 1８ - 19。

11）環境省、前掲書、p. 11。

1２）筆者は、国内乗用車産業と総合化学工業の環境

会計情報の分析でこの環境コストと売上高の比率

について検証してきた。今回の電力事業でも同様

に比較検討するために算定したものである。筆者、

前掲書参照。

1３）筆者、前掲書、『埼玉学園大学紀要』経営学部篇、

第５号、p. 1４８、および『埼玉学園大学紀要』経

営学部篇、第６号、p. 159。

1４）同上、『埼玉学園大学紀要』経営学部篇、第６号、

p. 159。

15）北海道電力『ほくでんサステナビリティレポー

ト２００6』、p. ３２。

16）東北電力『東北電力NOW CSR Report ２００6』、

p. ２８。

1 7） 北 陸 電 力、『 北 陸 電 力 グ ル ー プCSR報 告 書

２００6』p. 5０、中国電力、前掲書、p. ３9。

1８）九州電力、前掲書、p. 19。

19）関西電力『関西電力グループCSR レポート 

２００6』、p. ３３。

２０）九州電力、前掲書、p. 19。

２1）中国電力、前掲書、p. ３３。

２２）東京電力の２００6年度の発電用燃料費の節減額は、

８４３億円であるが、２００5年度のそれは6３０億円であ

る。両年度の差額、２1３億円が２００6年度のネット

の節減額になる。

３年間平均で、３6．9%という値を得ることが
できた。ただ、この数値は各社の経済効果の
集計方法に差異があることや独自の算定方法
があるため比較可能性の面からは適正とは言
い難い。

注）
１） 国内乗用車産業と総合化学工業の環境会計に

ついては、筆者「環境会計の情報開示と環境コス

トに関する研究－国内乗用車産業のケース」『埼

玉学園大学紀要』経営学部篇、第５号、pp. 1４３－

15３、「環境報告書における環境会計情報の開示（総

合化学工業のケース）」『埼玉学園大学紀要』経営

学部篇、第６号、pp. 151－16４を参照のこと。

２） 東京電力のAA 1０００シリーズとは、英国の

AccountAbility「社会倫理アカウンタビリティ研

究所（AccountAbilityは、通称であり正式には
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